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１．はじめに 
 
 都市の集積メカニズムの解明は，新しい経済地理学

における中心的な話題である．Krugman (1991a) の
Core-Periphery（CP）モデルは，集積の経済にミクロ経

済学的基礎を与えた先駆的研究であり，同時に外部性

の存在により複数均衡解が存在しうることが明らかに

した．Krugman (1991a)以降，どのような要因によって

均衡が選択され，どのような経路をたどって均衡へ到

達するかという問題が次なる課題として位置付けられ，

経済主体の地域間移動ダイナミクスに関する研究が活

発に行われてきた． 
 Fujita et.al. (1999)は，労働者を近視眼的な主体である

と仮定し，各時点においてより大きな瞬間効用をもた

らす地域へと移住が進むような複製ダイナミクス

（Replicator Dynamics）に基づいて分析を行った．その

上で，初期条件が到達する均衡解を決定すること

（History matters）を示した．これに対し，Krugman 
(1991b)は，主体の合理性に関する仮定を緩和し，労働

者が将来にわたって獲得する総効用に基づき移住地域

を選択する予見的ダイナミクス（Forward-looking 
Dynamics）を採用した．その結果，特定の条件の下で

は，主体が到達するであろうと期待する均衡解が自己

実現的に到達される（Expectation matter）という新しい

均衡選択手法を提案した．しかし，Krugman (1991b)
の提案した均衡選択手法は，主体の’Expectation’に応じ

て同時に複数の均衡経路が存在し，そのいずれかを一

意に選択することができないという問題（均衡の不定

性）がある（詳細な議論は，5．(2)を参照されたい）．  

 本研究では，主体を取り巻く経済環境の不確実性
．．．．

を

導入することより，予見的ダイナミクスに基づく CP
均衡選択問題をより一般性の高い枠組みへと拡張する．

その上で，提案モデルがKrugman (1991b)に代表される

確定論的モデルが抱える均衡の不定性を解消し，均衡

経路を一意に決定することを明らかにする． 
  
*キーワーズ：都市経済分析,複数均衡,Core-Peripheryモデル 
**非会員、工修、仙台市建設局道路部 
 （〒980-8671 仙台市青葉区国分町3丁目7-1） 
***正員、工博、東北大学大学院情報科学研究科 
 （〒980-8579 仙台市青葉区荒巻字青葉6-6-06） 

２．CP モデルにおける短期均衡の概要 
 
本研究における短期均衡のモデルには，Krugman 

(1991b)よりも扱いが容易なForslid (2003)の枠組みを採

用する．このモデルも Krugman (1991b)同様，2 部門，

2 地域，2 要素，財の輸送，要素の移動から構成される

経済を仮定する．以下では，部門，地域，要素，財の

輸送，要素の移動についてそれぞれ説明する． 
a) 部門 経済には完全競争的な“部門A ”と，独占的競

争の行われる“部門M ”が存在する．ここで，部門A を

定義する特徴は，収穫不変の技術により，非熟練労働

者（unskilled）を生産要素として 1 種類の同質な“財A ”
を生産する完全競争的な部門ということである．また，

部門M を定義する特徴は，収穫逓増の技術により，熟

練労働者（skilled）及び unskilled を生産要素として，

広範に差別化された“財M ”を生産する独占競争的な

部門ということである．ただし，部門に特有な skilled
の供給は固定的であり，unskilled の供給は弾性的であ

るものと仮定する．この仮定に基づき，部門M の 1 企

業は，財 M を mx 単位生産する場合，α 単位の skilled
と mxβ 単位の unskilled を生産要素とする． 
b) 地域 地域 nmm ≠= ;2,1 の 2 地域からなる経済

を仮定し，経済全体において skilled がH ，unskilled が

L 存在する．ただし，規準化により 1== LH とする． 
c) 要素 unskilled は両地域に均等に居住し，移動不可

能である．一方，skilled は地域間を自由に移動可能と

する．ただし，skilled は居住した地域において労働を

供給するものとする．この両要素が消費者として振舞

う際，以下の効用関数： 

 λλ −= 1
mmm AMU  (2.1) 
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で表される選好を持つ．ただし， mM は式(2.2)で定義

される財M の消費を， mA は財A の消費を表す．また，

)1,0(∈λ は財M の支出割合を表す定数である． mM の

特定化で， )(sdm を mM についての各財 Ns∈ の消費量

とすると，パラメータ 1>ξ は任意の差別化された 2
財間の弾力性を表す． 
d) 財の移動 財 M の地域間輸送にのみ氷塊型の輸送

費用 1≥τ がかかる．すなわち，1 単位の財が輸送され



ると， τφ 1≡ だけ到達する．一方，財A には輸送費用

がかからないと仮定する． 
e) 要素の移動 skilledは自身の総効用を最大化するよ

うに地域間を自由に移動する．一方，unskilled は移動

が不可能である． 
以上の仮定により，モデルにおいて一般均衡の枠組

みから，間接効用関数 mW が，地域m の skilled 数 mH の

陽関数として以下のように決定される： 

 ),(),(),( nmmnmmnmm HHPHHwHHW λη −= ． (2.3) 
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ただし， λλ λλη )1( −≡ ， ξλν ≡ とした．ここで，

121 =+ HH であることから， hH =1 ， hH −=12 と単

純化できる．次章からは，間接効用関数(2.3)を，地域

1 の人口 h の陽関数として扱うこととする． 

  
３．長期的な人口移動ダイナミクスの定式化 
 
(1) 状況設定 
人口移動のダイナミクスにおいては，skilled が移動

主体として地域間の移住を行う．移住は無限の移動期

間 ),0[ ∞+ で行われるものとする． 
次に，時刻 ),0[ ∞+∈t における輸送費用 1)( −≡τtX

が，以下の幾何ブラウン運動に従うと仮定する： 

 dzdttXtdX σμ +=)()( ， 0)0( XX = ． (3.1) 

ここで，μ はドリフト，σ はボラティリティ，dz は
標準Wiener 過程の増分である． 
この経済システムからは，以下の 2 種類のフローが

発生すると仮定する：i) 期間 ),0[ ∞+ の間，毎期連続

的に得られる間接効用フロー；ii) 移住を行う瞬間にサ

ンクされる移住費用．まず，i) について，時刻 t で地

域mが選択されているときの単位時間当たりの間接効

用フローを，交通費用X と地域 1 の移動主体数hの関

数 ),( hXWm で表す．ここで，間接効用フローは，交通

費用Xの関数であるため，それ自身が確率過程である．

また，ii) については，地域 m から n への移住費用を

γmnmn fC = で表す．ここで， mnf は地域 m から n へ

の移住主体のフローであり， 21 12h f f= − を満足する（た

だし， dh dth = ）．γ は移住費用のパラメータである． 
移動主体は，期間 ),0[ ∞+ 中に発生する総効用フロ

ーの現在正味価値の期待値を最大化するように，時刻

t での居住地域 }2,1{)( ∈tm を決定する．従って，時刻

t に地域 )(tm に居住している状況下で，期間 ),[ ∞+t に

発生する総効用フローの，時刻 t での現在正味価値は，

以下の式で表される： 
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ただし，r は割引率， kθ は k 回目に行われた移住の時

刻， )( −
km θ はその直前に選択されていた地域を表す．

また， )(tK は時刻 t 以後に行われる移住のインデクス

集合を表す．この式(3.2)において，第 1 項は対象期間

中の総正味効用を，第 2 項は移住に必要とされる費用

を表す． 
(2) 毎期成立すべき均衡条件 
ここでは，各瞬間における人口移動のダイナミクス

が満たす均衡条件を示す．まず，時刻 t において輸送

費用 XtX =)( ，地域 1 の人口 hth =)( が観測された状

況を ),,( hXt で表す．そして，地域m にいる移動主体

が状況 ),,( hXt において，以後最適に行動した場合に

得られる総効用フローの現在正味価値の期待値を，最

適値関数として以下のように定義する． 
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ただし，J は式(3.2)で定義される ),[ ∞+t 間に得られる

総効用フローの現在正味価値である．ここで，式(3.3)
の最適値関数は，状況 ),,( hXt が観測された条件下で

時刻 ),[ ∞+t に得られる期待最大効用を表している．以

下では，最適値関数 )(⋅mV を，“地域m の価値”と呼ぶ． 
式(3.3)は，期待値のネストを用いて，以下のように

記述できる． 
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ただし， mθ は，地域 m から地域 n への移住が行われ

る時刻である．また， ))(),(,( mmmn hXV θθθ は，状況

))(),(,( mmm hX θθθ で地域nが居住地として選択されて

いるときの最適値関数を表す．ここで，無限の移動期

間 ),0[ ∞+ を定義しており，かつ毎期の間接効用フロ

ー mW が時間に依存しないため，最適値関数 mV 及び移

動主体のフロー mnf は時間に依存しない形で書き直す

ことができる． 
最適値関数 ),( hXVm の定義式(3.4)を DP 分解すれば，

状態 ),( hX で地域 m を選択している移動主体が時刻 t
にとる行動は，i) 地域 m から n に移住するか，ii) 微
小時間dt だけ地域m を選択し続ける，のいずれかを離

散的に選択する問題に帰着する．従って，時刻 t にお

ける移動主体の行動は，以下のように場合わけするこ

とができる． 

a) 移動なし（ 0=mnf ）の場合 
0=mnf より地域 m から n に移住する主体数は 0 で



ある．従って，地域m の価値は地域 n の純価値以上で

あるため，以下の不等式： 
 γmnnm fVV −>  (3.5) 

が成立する．逆に，地域m において全主体が微小時間

dt だけ移住を延期するため，最適値関数の定義より，

以下の等式： 
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が成立する．伊藤の補題を用いて式(3.6)の期待値演算

内を展開・整理すれば，状態 ),()( hX≡⋅ で成立すべき

以下の等式を得る． 
 0)()(),( 2112 =⋅+⋅ mmm WVffL  (3.7) 

ここで， ),( 2112 ffLm は，偏微分作用素で，以下の式： 
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で定義される． 

b) 移動あり（ 0>mnf ）の場合 
0>mnf より地域 m から n に移住する主体数は

dtfmn である．従って，地域m の価値は地域 n の純価

値と等しくなるため，以下の等式： 
 γmnnm fVV −=  (3.9) 

が成立する．また，地域m において残りの主体が微小

時間dt だけ移住を延期するため， 0=mnf の場合と同

様に，最適値関数の定義より，等式 (3.6) が成立する．

ここで， 0=mnf の場合と同様に，伊藤の補題を用いて

式(3.6)の期待値演算内を展開・整理すれば，状態

),()( hX≡⋅ で成立すべき式(3.7)と同様の等式を得る． 
(3) 標準形の相補性問題としての表現 
前節で定式化したダイナミクスの均衡条件は，解析

的に解くことができないため，数値解法で解く必要が

ある．ここでは，この問題が，数値解法の見通しがよ

い，標準形の非線形相補性問題（NCP）に帰着するこ

とを示す． 
まず，前節で定式化したダイナミクスの均衡条件は，

任意の状態 ),()( hX=⋅ において，下記のような相補性

問題及び偏微分方程式として表現できる． 
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ただし，未知変数は )(⋅mnf と )(⋅mV である．ここで，偏

微分方程式(3.11)は， )(⋅mnf と )(⋅mV の関係式であるこ

とから，式(3.11)を用いて，相補性問題(3.10)内の未知

変数 )(⋅mV を消去できることに注目されたい．この操作

により，相補性問題(3.10)は， )(⋅mnf を未知変数とする

標準形のNCP に帰着する．なお，数値実験に伴い，本

問題を有限次元の問題へと書き換え，解析を行った結

果，解の一意性が証明された． 
 
４．数値実験による分析 

 
(1) 人口移動ダイナミクスの性質 
前章で定式化されたモデルを数値的に解けば，状態

)(),( ⋅=hX ご と に 均 衡 人 口 移 動 フ ロ ー

21 12( ) ( ) ( )h f f⋅ = ⋅ − ⋅ が求められる． X は輸送費用を，h
は地域 1 の人口を表す．ここで， 12 21,f f が同時に正の

値をとることはない(証明省略)ため，均衡人口移動フ

ローは， 
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となる．このhは，図 4.1(a)のように状態平面 ),( hX 上

で可視化できる．また，図 4.1(b)は，人口移動フロー

の方向を表すために，hが正（負）の値をとなる ),( hX
の領域を赤色（青色）で表した．従って，矢印の向き

は地域 1 の人口が変動する方向である．ここで，フロ

ーhの正負がスイッチする閾値曲線が存在することに

注目されたい．以下，簡単のため，輸送費用に対する

閾値曲線を“閾値曲線 T ”，地域 1 の人口に対する閾値

曲線を“閾値曲線P ”とする． 
(2) 不確実性の度合いと人口移動の均衡経路の関係 
 図 4.2 は，不確実性の度合い（ボラティリティσ の

大きさ）に応じた人口移動フローのパターンを示す．

図より，不確実性が存在する場合，任意の状態( , )X h
において人口移動フロー(均衡経路)が一意に決定され

ることがわかる．さらに，(a)から(d)へとボラティリテ

ィを次第に小さくすると，人口移動フローのパターン

はおおよそ連続的に変化している．特筆すべきは，σ
を十分にゼロに近づけた(d)の場合においても，人口移

動フローが一意に決定される点である．以上から，不

確実性を明示的に考慮した提案モデルの枠組みにおい
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(a)                      (b) 

図 4.1 典型的な人口移動の安定状態 
均衡人口移動フローdh /dt が正（負）となる状態 ),( hX は暖

色（寒色）で，また色の濃淡は dh /dt の大小を表す．また，

赤色実線は閾値曲線T を，赤色破線は閾値曲線Pを表す． 

 



ては，‘Expectation’が均衡選択を決定づける要因とはな

らないことが示された． 
 
5 考察 
 
 (1) 確定論的なCP 均衡選択モデルとの対応関係 
本節では，提案モデルが従来の確定論的な CP 均衡

選択モデルを包括した，より一般的モデルであること

を示す．提案モデルの特殊ケースとして，輸送費用が

一定である場合（ 0, 0μ σ= = ）を考えよう．このとき，

h は時刻 t の関数となり，最適値関数 mV も t のみの関

数となる．したがって，均衡条件式(3.7)は次のように

書き換えることができる． 
( ) ( ) ( ) ( 1,2; )m m mdV t d r t m mV nt Wτ = ≠= −  (3.14) 

さらに， ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )1 2 1 2,V t V t V t W t W t W tΔ = − Δ = − と置

けば， 
   ( ) ( ) ( )V t r V t W tΔ = Δ − Δ  (3.15) 
が成立する．また，式(3.9)，(3.13)より 
   ( ) ( )t V th γΔ=  (3.16) 
が成立する．このとき，式(3.15),(3.16)の微分方程式お

よび終端条件 ( ) ( )0, 0 ( )h t V t t T= Δ = ≥ （次節で詳

述）で表現されるダイナミクスが，Krugman (1991b)
や Ottaviano(2001)で扱われる確定論的な予見的ダイナ

ミクスと一致することがわかる．なお，紙面の都合上，

省略したが，上記に加えて割引率r →∞とすることに

より，提案モデルを用いて複製ダイナミクスを表現す

ることも可能である． 
(2) ‘Expectation’による均衡選択の頑健性 
確定論的な予見的ダイナミクスは提案モデルの特殊

ケースに相当する．しかし，確定論的な場合において

は，提案モデルのように境界条件を設定することがで

きない．そこで，Krugman (1991b)は，“労働者の地域

間移動が必ず一定時間後にローカルに安定的な均衡の

いずれかに収束する”という終端条件を設定すること

により解の導出を可能にし，特定の条件の下で労働者

が到達するであろうと期待する均衡解が自己実現的に 

 
図 4.3 ’Expectation’による均衡選択 

 
到達されること（Expectation matter）を示した．図 4.3
は，’ Expectation’による均衡選択を表す．ある人口分

布h’において，複数の均衡経路が同時に存在するため，

均衡経路を一意に決定することができない．その

上，’Expectation’の変化に伴い，ある経路から別の経路

（例えば，Pass a から Pass b や c）へと不連続にジャン

プする可能性もある．このような結果は，先述の終端

条件に基づき，将来いずれの均衡に到達するかのシナ

リオを’Expectation’として外生的に与えていることに

起因する．これまでの議論から，’Expectation’が均衡選

択の決定要因となるのは，特殊なケースに限られ，対

象とする経済環境に何らかの変動要因が存在する場合

には成立し得ない．こうした観点から，’Expectation’
に基づく均衡選択手法が必ずしも頑健性の高い手法で

あるとはいえない． 
 一方，提案モデルでは，実現し得るあらゆるシナリ

オに対して確率が割り振られ，主体は各シナリオが実

現した際に獲得できる総効用の期待値を用いて移住の

判断を下すような，主体のより合理的な意思決定構造

を明示的に考慮している．これにより，状態平面 ),( hX
上の任意の点において均衡経路を一意に決定すること

が可能となる． 
  
6 おわりに 
  
 本研究では，予見的ダイナミクスに基づく CP 均衡

選択モデルを不確実性を考慮したより一般的なモデル

へと拡張し，提案モデルが均衡経路を一意に決定でき

ることを示した．なお，ボラティリティをゼロに近づ

けた極限（ 0σ → ）におけるダイナミクスの挙動に関

する精緻な分析は今後に残された課題である． 
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(a) 0.6σ =             (b) 0.4σ =  
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(c) 0.2σ =             (d) 41.0 10σ −= ×  

図 4.2 人口移動フロー・パターンの感度解析 
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